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論がなされることがあった。

これに対しては，最近，放送法の理念や第1
条の趣旨を改めて確認すべきだとする見解が示
されている。放送倫理・番組向上機構（BPO）
の放送倫理検証委員会は，2015年11月に公表

 1. 問題の所在

放送法第1条は，①放送の最大限の普及，
②放送による表現の自由の確保，③健全な民
主主義の発達への寄与，の3原則に従って放
送規律を行うことを法の目的として掲げている。
第1条は，政府が政策を執行する上で遵守す
べき基本的な原則を示したものである。

一方で，これらの3原則について，政府のみ
ならず，放送事業者や番組制作者にも義務づ
けられた事項であるかのように言及されること
がある。とりわけ，第2号の「放送の不偏不党，
真実及び自律を保障することによって，放送に
よる表現の自由を確保すること」については，
放送事業者に対して直接，不偏不党性を求め
た規定であることを前提に，国会などの場で議
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放送法第1条は，「放送の不偏不党，真実及び自律を保障することによって，放送による表現の自由を確保する
こと」を掲げている。この規定は，公権力が放送の不偏不党性を保障するという原則を示したものだが，放送事
業者に直接，不偏不党を義務づけた規定であるという誤解がしばしばなされているとの指摘がある。このため，
本稿では，第1条の趣旨を明確にするため，放送法制定時の議論を振り返るとともに，その後の解釈の推移につ
いて，国会での議論を中心に検討を行った。

その結果，放送法の制定過程においては，第1条は公権力による放送番組への介入を防ぐ目的のもとで検討が
進み，放送法施行後も事務当局（郵政省・総務省）の担当者や放送制度の専門家の間ではそうした解釈が定着し
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これについては，放送法が番組準則（第4条）で，放送事業者に対し，「政治的に公平であること」を求めている
ことから，それと第1条の目的規定が混同されてきたことが理由の一つとして考えられる。しかし，両者を区別せ
ずに扱った場合，放送事業者の自律を基本とする放送法の理念が曖昧なものになる。放送制度全体の趣旨を明
確にするためにも，放送の不偏不党や自律を保障する第1条の位置づけを再確認する必要があると考えられる。

放送法第 1 条
この法律は，次に掲げる原則に従つて，放送

を公共の福祉に適合するように規律し，その健
全な発達を図ることを目的とする。
一 　放送が国民に最大限に普及されて，その
効用をもたらすことを保障すること。
二 　放送の不偏不党，真実及び自律を保障す
ることによつて，放送による表現の自由を確保
すること。
三 　放送に携わる者の職責を明らかにすること
によつて，放送が健全な民主主義の発達に資
するようにすること。
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した委員会決定 1）の中で，放送法第1条につい
て，「しばしば誤解されるところであるが，ここ
に言う『放送の不偏不党』『真実』や『自律』は，
放送事業者や番組制作者に課せられた『義務』
ではない。これらの原則を守るよう求められて
いるのは，政府などの公権力である2）」と述べ
ている。こうした見解が改めて示された背景に
は，第1条，ひいては放送制度の趣旨全体に
関する「誤解」がなされてきたとの認識があると
考えられる。

このため，本稿では，放送法の基本的な方
向性を示した第1条の趣旨を明確なものにする
ため，第1条がどのように制定され，その後，
どのような議論がなされてきたのかを検証して
いくことにする。それによって，放送法，ある
いは放送制度全体の性格を把握する手がかり
も得られると考えられる。

以下では，まず，占領期の放送法制定過程
にさかのぼり，当時の資料に基づきつつ，第1
条の目的規定（特に第2号の「不偏不党」に関
する規定）がどのような経緯で成立したのかを
確認する。その上で，放送法施行後の第1条の
解釈の推移について，国会での議論を中心に
検討を行う。

なお，放送事業者には，放送法第 4条の番
組準則 3）で，番組編集にあたって「政治的公
平」や「報道の真実性」が要求されている。こ
のため，第1条の「不偏不党」の解釈にかかわ
らず，放送事業者には番組を編集する上で「政
治的公平」が求められていることに変わりはな
い。しかし，第1条の位置づけを明確にする
ことで，倫理規定としての番組準則の性格も
明らかになると考えられる。以下では，そうし
た点も念頭に置きつつ，放送法第1条につい
て考察することにしたい。

 2. 放送法検討過程での位置づけ

2.1. 政策の原則としての「不偏不党」

戦前の放送行政の根拠となっていた法律は，
1915年制定の無線電信法である。無線電信
法は第1条で，ラジオを含む無線電信を政府
管掌の事業と規定し，政府に非常に幅広い権
限を与えていた。このため，太平洋戦争終結
後の1946年10月，連合国最高司令官総司令
部（GHQ）は，当時，放送行政を所管してい
た逓信省に対し，抜本的な法改正を指示した。
その際の原則は，①新憲法に即応させること，
②通信を完全に民主化し，軍の統制影響の痕
跡を永久に除去すること，③実情に合わない
時代遅れの規定を改めて現代的なものにするこ
と，の3点だった4）。

これを受けて逓信省は同年11月から，関連
法令の改正に着手した。検討過程で，「不偏不
党」という用語 5）が現れる初期の例が1947年7
月の放送事業法案の「大要」である（法案の本
文そのものは残されていない）。大要には，「不
偏不党」という言葉は放送番組の編成に求めら
れる規律として用いられている。

※引用は本文に関連した部分を抜粋した。また，下線
は筆者によるものである（以下同様）。

放送事業法案の大要（1947 年 7月16 日）6）

第一章 総則
1. この法律の目的を，放送事業を社会公共の
利益のために経営せしめ，社会の公器としての
使命を達成せしめることとすること。
2. （略）
3. 放送番組の編成は不偏不党でなければなら
ないとすること。
4. 放送事業に従事する者は，時事問題に対す
る自己の意見を放送してはならないとすること。

（後略）
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ただし，その後の放送法第1条の目的規定
に対応するのは，1の「法律の目的」の部分で
あり，3の「不偏不党」や4の「自己の意見を放
送してはならない」といった規定は，放送法の
番組準則へと発展していくことになる。このた
め，下線を付した「不偏不党」が，その後の放
送法第1条の「不偏不党」に直接，結びつくわ
けではない。

放送事業法案の大要は，新聞報道で明らか
になったのち，その制度設計のあり方に対して
放送の官僚統制につながるといった批判が上
がったことから立法化は見送られた。そして，
1947年10月，GHQが改めて，放送関係法規
の改正に向けた根本原則について示唆を行っ
た 7）。これ以降，放送を規律する法案は，「放
送法案」として検討が進んでいく。

このとき，放送法の一般原則として挙げられ
たのが，「放送の自由」「不偏不党」「公衆に対
するサービスの責任の充足」「技術的諸基準の
遵守」の4点である。ただし，GHQの示唆では，

「不偏不党」に関する詳しい説明はなされず，具
体的な内容は法案の条文が形成されるのに合
わせて固まっていくことになった。

そして，このあと放送法案に「不偏不党」と
いう語句が現れるのは，確認できる限りでは，
翌1948年6月5日付の法案である8）。第1条は
以下の表現になっている。

第2項の冒頭に「放送に関する国の政策は，
左のとおりとする」と記述されているように，放
送の不偏不党性は政策を遂行する上で国が保
障するものだった。放送法案はこのあと一部見
直しが加えられた上で第2回国会に提出された
が，第1条の趣旨に変わりはない。

この時点で，法案から「国の政策」という語
句はなくなったが，「放送を自由な表現の場とし
て，その不偏不党，真実及び自律を保障する」
といった表現から，不偏不党や自律を保障する
のは，政策を執行する側と判断できる11）。そう
した点は，法案を提出した逓信大臣の国会答
弁からも裏づけられる。

放送法案（1948 年 6 月 5 日）9）

第一条	 この法律は，放送を公共の利便，利
益または必要に合致するように規律すると共に，
その自由を保障し，その健全な発達を図ること
を目的とする。
2　放送に関する国の政策は，左のとおりとする。
一　放送が情報及び教育の手段として，又国
民文化の媒体として国民に最大の効果と実益と
をもたらすことを保障すること。

二　放送を自由な表現の舞台として，その不偏
不党性と一体性とを保障すること。
三　放送に携わる者の国民に対する直接の責
任を明らかにすることによって，放送が健全な
民主主義に奉仕し，且つそれを育成するように
すること。

冨吉榮二（逓信大臣）
【衆議院文化委員会（1948 年 6 月 30 日）】
…放送政策に関する三原則といたしまして，…

放送法案（1948 年 6 月18 日国会提出）10） 
第一条　この法律は，左に掲げる原則に従って，
放送を公共の利便，利益又は必要に合致するよ
うに規律するとともに，その自由を保障し，そ
の健全な発達を図ることを目的とする。

（一）放送が，情報及び教育の手段並びに国民
文化の媒体として，国民に最大の効用と福利と
をもたらすことを保障すること。

（二）放送を自由な表現の場として，その不偏不
党，真実及び自律を保障すること。

（三）放送に携わる者の国民に対する直接の職
責を明らかにすることによって，放送が健全な
民主主義に奉仕し，且つ，それを育成するよう
にすること。
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この答弁からは，逓信大臣としても，「不偏
不党」の保障は，政府が放送政策を遂行する
上での原則と捉えていたことがわかる12）。

2.2. 番組に対する政府の干渉を否定

法案の形成過程では，不偏不党の保障は政
府に課せられた責務という前提で検討が進ん
だ。ただし，放送法制定過程の資料を詳しく
見た場合，不偏不党を番組規律の一つとして捉
えているような記述がないわけではない。逓信
省が作成した資料には次のような記述がある。

上記は内部資料であり，法案そのものではな
いが，「不偏不党」について放送事業者が従う
べき規律のように表現されている。

ただ一方で，この応答録案は，放送番組に
対して政府は干渉できないことを明記している。
応答録案には「放送は情報及び教育の手段並
びに国民文化の媒体として至大な影響があるの

で放送をいかなる政府の団体，個人からも支
配せられない自由独立なものとしなければなら
ない。（中略）その監督は必要な最小限に止め
特に放送番組の編集に対しては全く干渉しない
こととした」という記述がある14）。仮に「不偏不
党」を番組規律と見なしたとしても，それを根
拠に，政府が放送番組に干渉することはできな
いことになる。

この放送法案は，芦田内閣が総辞職したこ
とに伴い，1948年10月にいったん撤回された。
そして，第1条の目的規定に関しては，「放送を
自由な表現の場として」といった点に修正が加
えられた上で，1949年12月に改めて国会に提
出された。この時点で，第1条は，現行の放送
法と同様の表現になった。

条文の表現は変化したものの，国会では引き
続き，放送番組に対する政府の干渉を否定す
る説明がなされている。1950年2月の参議院電
気通信委員会の質疑では，放送・電波行政を
担当する電波庁（電気通信省の外局）の長官で
ある網島毅が次のように述べている。

ここでは，放送の不偏不党性を確保するため
に，政府による干渉を排除するという放送法の
目的が改めて確認されている。さらに，規制・

逓信省「放送法質疑応答録案」
（1948 年 8 月15 日）13）

・第一条（この法律の目的）
問　第二号の「不偏不党」「自律」の意義
答　不偏不党とはあらゆる見地から見て偏って
いないことを言う。（政府委員参考―この不偏
不党とはこれを個々に適用する場合はそれぞれ
その場合により異なった態様を示し，公共の利
便，利益又は必要により判断せられる）

網島毅（電波監理長官）
【参議院電気通信委員会（1950 年 2 月 8 日）】
…放送事業のプログラムに関しましては，第三
条にございまするように「放送番組は，法律に
定める権限に基く場合でなければ，何人からも
干渉され，又は規律されることがない。」という
ことになっておりまして，政府と雖も放送番組の
編集に対しましては干渉ができないということを
はっきり明示しておるのでございまして，これら
はいずれも放送の不偏不党性を確保しようとい
う建前からできておるのであります。

二，放送を自由な表現の場として，その不偏不
党と真実と自律とを保障すること。三，放送に
携わる者の国民に対する直接の職責を明らか
にすることによって，放送が健全なる民主主義
に奉仕し，かつそれを育成するようにすること，
を明確にし，この法律の範囲内で番組編集，
放送受信，表現等が自由であることを明らかに
したことであります。
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監督機関についても不偏不党性が求められる
ことが国会審議では強調されている。規制・監
督機関をめぐっては，当時，合議制の行政委
員会である電波監理委員会（7人の委員で構成）
の設置に向けて，放送法・電波法の審議と合
わせ，電波監理委員会設置法案の審議が行わ
れていた。網島毅は，委員会の構成をめぐって
以下の答弁を行っている。

こうした経緯ののち，放送法第1条の内容が
固まり，現在とほぼ同じ表現になった。政府側
の答弁からわかるように，放送法の制定過程
では，「放送の不偏不党，真実及び自律を保障
する」ことは政府に課せられた責務として位置
づけられていたことになる。このあと放送法は
1950年4月に国会で成立し，電波法，電波監
理委員会設置法とともに同年6月，施行された。

上記の考え方は，放送法施行直後に実務担
当者によって執筆された解説書でも踏襲されて
いる。電波監理委員会で文書課長を務めてい
た荘宏らが執筆した『電波法 放送法 電波監理
委員会設置法詳解』は，「放送は，国民文化の
向上に極めて大きな影響があるので，放送をい
かなる政党，政府，いかなる政府の団体，個
人からも支配されない自由独立のものとしなけ
ればならない15）」と記述している。

 3. 放送法施行後の解釈

3.1. 国会での「不偏不党」論議

放送法の制定過程において，第1条は放送
番組，そして番組を制作する放送事業者の自
律を保障する規定として検討が進んだ。しか
し，放送法が施行され，制度の運用が始まる
と，「不偏不党」は，放送事業者が遵守すべき
義務であるかのように言及されることが増えて
いく。ここからは，放送法第1条の「不偏不党」
をめぐる解釈の揺らぎを確認するため，主に国
会での議論を中心に検討を行う。

戦後の国会での議論に関しては，国立国会
図書館の国会会議録検索システム16）で確認す
ることができる。図は，同システムで，「放送」
と「不偏不党」の2語でand検索を行い，表示
された会議録の件数である。放送法が施行さ
れた1950年以降，5年ごとにまとめた。件数は，
検索語が現れた会議録（本会議やそれぞれの
委員会で開会日ごとに発行）単位で表示される
ことから，同じ日の委員会で「不偏不党」とい
う言葉が何回現れても，1件とカウントされる。

網島毅（電波監理長官）
【参議院電気通信委員会（1950 年 2 月18 日）】
…この委員会が飽くまでも不偏不党な公正な行
政をやらなければならないという見地から，若
しその委員のうち半数以上が同じ政党に属して
いるということになりますると，多数決制でござ
いまするからしてその政党の一党一派に偏した
政策が取られ易いということを懸念いたしまして
こういう条項を定めたのでございます。

（出典　国会会議録検索システム）

図　「放送」「不偏不党」について言及されている
国会会議録の件数
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グラフからわかるように，時期によって多寡
はあるものの，放送の「不偏不党」に関する議
論は戦後，続いてきた。これらの中には，放
送法の解釈とは関連していないものがあり，内
容も多岐にわたることから，第1条に関する解
釈の変化を単純に数量的に示すことは難しい。
しかし，議論を個別に見ていくことで，第1条
の目的規定がどのように解釈されてきたかにつ
いての概要は把握できる。そして，総体として，
議論のされ方には時期による大きな変化が見ら
れない一方で，発言者の属性（国会議員，事
務当局の担当者など）による差異が見られる。
このため，ここでは発言者に着目しつつ，1950
年代から1990年代までの議論をまとめて振り
返り，そののちに総務省が発足した2001年以
降の議論を検討する。

まず，国会議員の発言を見ていくと，放送法
第1条について言及する場合，与野党を問わず，

「不偏不党」を放送事業者に義務づけられた規
律と捉えて発言する事例が確認できる。放送
番組が第1条に合致しているかどうか，といっ
た趣旨の発言がそれにあたる。

また，放送事業者に対しては，先に触れたよ
うに，放送法の番組準則で「政治的に公平で
あること」（当初，第44条で規定）が求められ
ていることから，その規定と，放送法第1条の

「不偏不党の保障」を同じ性格のものとして議
論を行うケースも見られる。

「不偏不党の保障」を，放送事業者が果たす
べき義務，あるいは放送番組が従うべき準則と
見なす議論は，その後も続いている。以下は，
1970年代から1980年代の議論から関連した発
言を抜粋したものである。

齋藤憲三（衆議院議員・改進党）
【衆議院電気通信委員会（1954 年 3 月16 日）】
郵政大臣は今日民放ないし NHK の放送を全般
にお考えになられまして，この第一条の規定に
即応しておるところの放送がなされておるか，な
されておらないか，それを一体どうお考えになっ
ておりますか，御答弁を願いたい。

市川房枝（参議院議員・無所属）
【参議院逓信委員会（1955 年 3 月 29 日）】
…放送法の第一条でもって「放送の不偏不党，
真実及び自律を保障する」云 と々いう条項があ
るわけでありますが，この第一条に掲げられて
おる条項が，放送について，これは民間放送も

最上進（参議院議員・自民党）
【参議院逓信委員会（1976 年 5 月18 日）】

あるいは NHK もみんな含まれておると思いま
すけれども，この条項にかなっておるかどうか
ということについての保証は一体どこがしてい
るか…

森本靖（衆議院議員・社会党）
【衆議院逓信委員会（1965 年 2 月19 日）】
…政治的に放送というものは新聞と違って公
正でなければならぬということを，第一条と第
四十四条にうたっております。こういうふうな解
釈の場合に，たとえば民間放送が，スポンサー
がついて，政治家がいろいろな問題を放送する
ということに際して，そういうふうな問題をやる
ことが，はたして第四十四条と第一条に適合し
ないのかどうか。

小沢貞孝（衆議院議員・民社党）
【衆議院逓信委員会（1976 年 5 月 7 日）】
私は放送法第一条の「不偏不党」，こういうこと
が一番大切ではないかと思います。管理者とし
てはそういうことにもう一〇〇％気を配って，社
内のあらゆる機会を利用してやはりそういうこと
は従業員教育としてやっていかなければならな
い問題ではないか，…
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一方で，必ずしも多くはないが，「不偏不党」
について，放送番組に対する政府の干渉を抑
止する根拠として見なす発言も見られる。

このように国会の場では，「不偏不党」の捉
え方をめぐって揺らぎが生じていた。第1条の
規定によって放送の「不偏不党」が保障されて
いるという発言がある一方で，「不偏不党」を
放送番組に関する規律と捉えた発言がなされる

ことも多かった。そうした揺らぎは放送法の施
行直後から現れ，その後も続いた。

3.2. 郵政大臣の答弁

1952年7月に電波監理委員会が廃止されて
以降，放送行政は郵政省が担当した。国会で
は，郵政大臣が担当大臣として答弁を行ってい
るが，大臣の答弁にも揺らぎが見られる。第1
条を放送の自律を保障するものとして字義どお
りに理解する答弁がある一方で，「不偏不党」
を放送事業者に課せられた責務と解釈している
かのような発言もある。

こうした見解は，放送の公正・公平が論点に
なった1993年のいわゆる「椿事件」をめぐる議
論でしばしば示された。「椿事件」は，1993年
9月に開催された日本民間放送連盟（民放連）
の放送番組調査会で，テレビ朝日の椿貞良報
道局長が政治的公平性に違反した放送を行っ
たと疑われる発言をしたとされるもので，これ
に関連して，1994年9月に郵政省が厳重注意
の行政指導を行った。この事案に関連しては次
のような発言がある。

…放送法第一条二号の「放送の不偏不党，真
実及び自律を保障することによって，放送によ
る表現の自由を確保すること。」この規定があり
ますけれども，…いわゆる公正的確なる報道と
いうものを初めといたしまして，不偏不党，そし
て国民の教養あるいは知識の向上に寄与しよう
というNHK に対する国民の期待というものは，
私は，まことに大きなものがあるというふうに考
えております。

田並胤明（衆議院議員・社会党）
【衆議院逓信委員会（1988 年 5 月12 日）】
例えば放送法の一条の二号には，「放送の不偏
不党，真実及び自律を保障することによって，
放送による表現の自由を確保すること。」だから，
前段がなければ放送の表現の自由なんてないわ
けですから，要するに，NHK みずからが「放
送の不偏不党，真実及び自律」というものをき
ちっと持ってもらうことによって，ここで言って
いる「放送による表現の自由」が確保できるん
だ，このように定めているわけですね。

寺尾豊（郵政大臣）
【衆議院逓信委員会（1958 年 10 月 30 日）】
…放送法，特に NHK というものの性格からい
たしまして，いわゆる不偏不党，真実及び自律
を保障することによって，放送による表現の自
由を確保しなければならぬ，しかもそれは公共
の福祉に適合するようにいたさなければならぬ，
こういうNHK の使命が，不偏不党ということ
が特に重点的に示されておりますから，…

神崎武法（郵政大臣）
【衆議院本会議（1993 年 10 月14 日）】
放送法は，第一条におきまして放送の不偏不党，

田邊誠（衆議院議員・社会党）
【衆議院本会議（1967 年 3 月17 日）】
もとより，言論，出版その他一切の表現の自由
と放送の不偏不党，自主自律は憲法及び放送
法によって保障されているところでありまして，
放送番組は，法律に基づく場合でなければ，
何人からも干渉され，また規制されることはな
いのは明らかであります。
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ここでは第1条の「不偏不党」の保障が番組
準則の「政治的公平」と同様の趣旨を持ったも
のとして見なされている。また，行政指導を行っ
た大出俊郵政大臣も，その後の国会での議論
で，「不偏不党」の保障と「政治的公平」とを並
列させる形で答弁を行っている。

一方で，大臣によっては，放送法第1条に規
定された「不偏不党」は，表現の自由を確保す
るための原則とする発言も見られる。

ここまで，明確に放送法第1条について言及
している国会答弁に絞って例示をしてきたが，
限られた事例を参照しただけでも，第1条の解
釈には幅があったことがわかる。

3.3. 事務当局の見解

他方，国会では郵政省の事務当局の担当者
が答弁を行う場合もあったが，こちらはあくま
でも放送法の制定過程で確立された原理・原
則をそのまま述べるケースが目立つ。次に挙げ
たのは，1950年代後半の郵政省放送業務課長
による国会答弁である。

第三条におきまして放送番組の政治的公平性の
確保などを規定しておりまして，事業者はこれ
らの趣旨を体して放送を行うように努めなけれ
ばならないところでございます。

大出俊（郵政大臣）
【衆議院逓信委員会（1995 年 4 月13 日）】
…私は局の皆さんにお願いをしているのであり
ますが，例えば第一条の第二号にもあるのです
が，「不偏不党」とか，三条の二で「政治的に公
平であること。」，一体何が政治的公平なのかと
いう基準も何もないですね。おっしゃるとおり，
反論権も何もない。

渡辺秀央（郵政大臣）
【衆議院逓信委員会（1992 年 5 月12 日）】
…放送法第一条，いわゆる目的に定まっており
ます不偏不党，真実及び自律が保障されて，
放送による表現の自由が確保されるべきである
という，この放送法第一条ということがあくまで
も放送法の基本的な精神であると承知いたして
おります。

左藤恵（郵政大臣）
【参議院逓信委員会（1985 年 6 月 20 日）】
今日の放送制度というものがそうした非常に厳
しい反省のもとで，日本国憲法の精神に基づい
て放送法が昭和二十五年ですか，制定されて，
そこでそういった点についての，二度とそういっ
たことにならないような体制というものを確立す
るために放送の不偏不党，真実及び自律を保
障することによっての放送による表現の自由を
確保するということが基本的な原則であるとい
うことを第一条に掲げ，さらに第三条には，放
送事業者に対して放送番組の編集の自由を保
障するということを明記しておる，そういった点
で戦前と戦後に非常な大きな違いがある，この
ように私は認識いたしております。

館野繁（郵政省電波監理局放送業務課長）
【衆議院逓信委員会（1958 年 10 月 31 日）】
放送法の第一条というのは，第二条以下がどん
な目的をもって作られているかということの宣明
であって，第二条以下を解釈する際の指標には
なるけれども，放送業者はこうあらねばならな
い，郵政大臣はこうあらねばならないというこ
とが第一条自体から出てくるのではなくて，そ
ういうことは二条以下の各条から出てくるもので
あろうと自分は解していることをまず大前提に話
したわけでございます。そして，そういう前提
から第一条の二を読んでみますと，「放送の不
偏不党，真実及び自律を保障することによって，
放送による表現の自由を確保すること。」と書い
てあるので，これはこの法律が二条以下の各条
によって放送の不偏不党，真実及び自律を保障
してやるぞ，保障することをもって二条以下が書
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同様の見解は，同じ時期に郵政省の実務担
当者が執筆した放送法の解説書でも示されて
いる。電波監理局法規課の田中正人らによる

『放送行政法概説』は，放送法第1条について，
「われわれは，本法を解釈し，運用するに当っ
ては，常にこの三原則を念頭におき，この法律
が保障している表現の自由を尊重するために細
心の注意を払わなければならないと思う」と述
べている17）。「不偏不党」は，政府側が守るべ
き原則という認識である。

事務当局の見解は，その後も変化していな
い。以下は，放送行政を担当していた郵政省
の課長による1970年の国会答弁である。

1993年の「椿事件」以降も，原則に即した
答弁は変わっていない。以下は，第1条の「不
偏不党」は国が保障するものであり，それに
沿って番組準則などが定められているという放

送法の構造を改めて説明したものである。

楠田放送行政局長は1997年2月の衆議院逓
信委員会でも，「…放送の不偏不党であります
が，これはどちらかといいますと，放送会社に
対して不偏不党及び真実，自律を国が保障す
る，むしろ放送会社にそれを保障するという，
放送の自由といいますか，そういうものを，表現
の自由を保障するという立場でできている… 18）」
と答弁している。郵政省の事務当局の担当者
は，放送法制定当時の解釈を維持し，それと
ほぼ同趣旨の答弁を繰り返してきた。

3.4. 研究者・放送事業者の見解

放送制度に詳しい研究者や放送事業者も，
放送法第1条は，番組に対する規律ではなく，
国が放送政策を執行する上での原則という考え
方を示している。東京大学新聞研究所の千葉
雄次郎教授は，参考人として出席した衆議院
の委員会で，次のように述べている。

いてある。それでその目的は，放送による表現
の自由を確保することにあるんだという宣言に
読むべきではないか。

浜田望（郵政省電波監理局放送部業務課長）
【衆議院法務委員会（1970 年 5 月12 日）】
現在の放送法の目的によりましては「放送の不
偏不党，真実及び自律を保障することによって，
放送による表現の自由を確保すること。」という
ことになっておりまして，この目的によりまして
現在の法律ができておるわけでございます。し
たがいまして，この言論の自由というものを保
障するために，現在の放送法といたしましては，
第三条によりまして「放送番組は，法律に定め
る権限に基く場合でなければ，何人からも干渉
され，又は規律されることがない。」という規定
になっておりまして，現在この規定によりますと，
いわゆる国家権力の介入ということにつきまして
は，言論の自由ということについて非常に強い
保障があるわけでございます。

楠田修司（郵政省放送行政局長）
【衆議院逓信委員会（1995 年 11 月 8 日）】
放送法におきましては，第一条第二号に「放送
の不偏不党を保障することによって，放送によ
る表現の自由を確保すること。」という条文がご
ざいます。これは，基本的には，国が，放送す
る者が不偏不党の報道をすることを保障すると
いう目的規定であります。
一方，放送事業者は，放送番組の編集に当たっ
ては，第三条の二第一項により，「政治的に公
平であること。」とされているほか，学識経験を
有する者によります放送番組審議機関を設置
し，放送番組の適正を図る仕組みとなっている
ところでございます。

千葉雄次郎（東京大学新聞研究所教授）
【衆議院逓信委員会（1957 年 3 月1 日）】
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また，NHKが作成した意見書（1963年11月
22日）には，「放送法制の目的」として，次のよ
うな記述がある。これは当時，放送制度の見
直しを検討していた郵政省の「臨時放送関係法
制調査会」に提出されたものである。

さらに，放送制度や言論法の研究者も，「不
偏不党」は公権力が保障するものという見解を
示している。以下は，1995年に日本民間放送
連盟が編集したブックレット『公正・公平』から
関連部分を抜粋したものである。

ここまでの議論を整理すると，国会ではしば
しば，放送法第1条の解釈をめぐって，放送事
業者にも不偏不党の遵守を義務づけたものとす
る見方が現れるなど，1950年代以降，揺らぎ
が生じていた。特に，番組準則の「政治的公平」
と第1条の「不偏不党」の保障を区別せずに扱
う発言がしばしば見られる。

一方で，郵政省の事務当局や研究者の間で

わが国の放送政策は，御承知の放送法の第一
条に大方針が掲げられております。それにより
ますれば三つの原則，国民に最大限に放送が
普及されてその効用をもたらすようにするという
こと，それから放送の不偏不党，真実及び自律
を保障することによって，表現の自由を確保す
る，また放送に携わる者の職責を明らかにする
ことによって，放送が健全な民主主義の発達に
資する，こういう原則によって，放送が公共の
福祉に適合するようにこれを規律するというの
が，この放送法の趣旨である。

清水英夫（言論法）
この場合，“保障”の主体は明らかに公権力で
あって，放送事業者に“不偏不党”の立場を求
めているのではない。それは，憲法二一条や
二三条（学問の自由）等の保障主体が公権力で
あるのと全く同じである。もっとも，論者の中に
は，この放送法一条二号の規定は，公権力の
みならず放送事業者の義務をも定めたものだ，
という見解がないわけではない。しかし，放送
法一条二号をそのように解釈すべきでないこと
は，憲法的見地のみならず，放送法の立法過程
からも，きわめて明らかである 20）。

内川芳美（放送制度・メディア史）
公平・公正に近い概念として，第一条（目的）
の二に「放送の不偏不党，真実及び自律を保
障することによって，放送による表現の自由を
確保すること」があるが，この場合の“不偏不
党”は，政府が放送事業者に対して保障する，
と読むべき規定という性格が強い 21）。

堀部政男（情報法）
放送法第一条に，「放送の不偏不党，真実及
び自律を保障することによって，放送による表
現の自由を確保する」とあるのは，放送事業者
が時の権力からの影響を受けないようにという
趣旨です。今回の議論でもそれが理解されず，
あたかも放送局が「不偏不党」の義務を負って
いるような，それが「中立」という言葉で表現さ
れたり…。まさに概念の混乱ですね 22）。

日本放送協会の放送法制に関する意見 19）

イ　放送の不偏不党
　放送は，きわめて強い社会的影響力をもって
おり，また，放送事業は，その性質上独占性を
もっているから，もし，放送が一党一派に偏し，
または特定の者の独占的支配に任されるとき
は，その弊害ははかり知れないものとなる。し
たがって，放送の不偏不党性を保障することは，
放送法制の重要なねらいであると考える。
ウ　放送の自主性と自律性
　放送の不偏不党性を保障し，政治的・経済
的・社会的圧力を排除するという消極的見地か
らいっても，また，放送内容の充実向上を図り，
放送文化の発達を期するという積極的見地から
いっても，放送の自主性と自律性を保障するこ
と，特に放送番組編集における自由を確保する
ことが必要である。
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は，「不偏不党」は法律そのものの目的，ある
いは放送政策を執行する上での原則とする見解
が繰り返されてきた。放送制度の専門家の間で
は，「不偏不党」は放送事業者に保障されたも
のであるという点で認識は一致してきた。

 4. 近年の動向

4.1.省庁再編後の議論の傾向

このように放送法第1条の「不偏不党」をめ
ぐる発言には揺らぎが存在してきた。基本的な
理念に曖昧さを残しながら，戦後の放送制度
は運用されてきたと言える。ここからは，最近
の動向として，2000年代に入り，放送行政を
担当する省庁が郵政省から総務省へと再編さ
れる中，「不偏不党」をめぐる考え方に変化が
見られるのかという点について確認したい。

2000年代の放送制度の運用に関する変化と
しては，放送番組に対する行政指導の頻度が，
従来に比べれば高まった点が挙げられる23）。こ
れに対しては，番組内容に関する行政指導が
妥当かどうかという問題をめぐり，放送制度の
理念を改めて確認すべきという議論がなされて
いる。しかし，結論から言えば，発言の主体に
よって第1条の捉え方に差異がある点は従来か
ら変わりはない。国会での議論を見ると，2001
年の総務省発足後も，第1条は放送事業者に

「不偏不党」を要求したものとする趣旨の答弁
が総務大臣によってなされている。

一方で，国会においても，第1条は憲法の
「表現の自由」を具体化させたものとする答弁も
あり，放送事業者に課せられた義務と見なす発
言のみがなされているわけではない。

さらに，事務当局の担当者は，原則に沿っ
た答弁を行い，第1条の目的規定と放送番組
に関する規律を切り離して答弁している。この

竹中平蔵（総務大臣）
【衆議院総務委員会（2006 年 2 月16 日）】
…放送法は，言うまでもなく，御承知のように
第一条において放送の不偏不党を定めておりま
す。そして第三条の二において，放送番組の編
集に当たって，政治的に公平であること，そし

て，意見が対立している問題については，でき
るだけ多くの角度から論点を明らかにすること
というのを規定しております。放送事業者は，
これらの規定を遵守した上で放送を行うという
のは，私はこれはもう当然のことであろうとい
うふうに思っております。

新藤義孝（総務大臣）
【参議院総務委員会（2013 年 11 月 5 日）】
この放送法第一条においても経営委員会委員
の服務に関する準則，こちらにおいても，不偏
不党が求められているのは放送でございます。
放送についての不偏不党が求められているので
あります。そして，個々の経営委員の不偏不党
性が明記されているかというと，そういうこと
ではないんです。ですから，放送による不偏不
党が維持されるように適切な人選をするべしと
私は考えております 24）。

菅義偉（総務大臣）
【参議院総務委員会（2006 年 10 月 31 日）】
私は，何回となくお答えしますけれども，編集
の内容そのものについては言及をしないという
ことを度々申し上げています。…放送法第一条
においても，放送を公共の福祉に適合するよう
規律することを明らかにするとともに，放送法
第三条において，放送番組は，法律に基づく
場合でなければ，何人からも干渉され，又は規
律されることがないとの一定の制約があること
を規定しているものであり，憲法の基本的理念
を放送の面において具体化したというのが放送
法の規定であるというふうに思います。
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点も郵政省時代から変わっていない。

放送法第1条をめぐっては，条文の解釈その
ものが争点になったわけではないが，放送制
度，あるいは放送規律の枠組みについて言及
した最高裁判所の判決がある。

　
この判決は，訂正放送制度は被害者に対し

て私法上の請求権を付与するものではないとす
る判断を示したものであり，引用部分はこの結
論を導くための前提となる記述であるが，ここ
からは，第1条について，「表現の自由及び放

送の自律性の保障の理念」を提示したものと解
釈していることがわかる。

また，放送法の解説書としてしばしば引用さ
れる金澤薫『放送法逐条解説（改定版）』は，
第1条について次のように記述している。

ここでは，まず，放送法第1条から具体的な
権利義務関係が発生するわけではない点が確
認されている。他方，「不偏不党」に関しては，
政府が保障すると同時に，放送事業者そのも
のにも不偏不党が要求されていると読めなくも
ない。しかし，少なくとも国が放送番組に干渉
することは，極力避けるべきという見解が示さ
れている。

4.2. 行政指導を契機に活発化する議論

このように放送法第1条をめぐっては，2000
年代に入ってからも発言の主体によってさまざま
な見解が示されているのが実態である。こうし
た揺らぎに関しては，先に引用した金澤薫『放
送法逐条解説』が指摘するように，第1条に
よって具体的な権利義務関係が発生するもので

高原耕三（総務省情報通信政策局長）
【参議院総務委員会（2003 年 5 月 29 日）】
まず，放送法は第一条によりまして，「放送の
不偏不党，真実及び自律を保障することによっ
て，放送による表現の自由を確保する」といっ
た原則を持っております。それに従って，自律
を基本とする制度の下に放送番組の内容につい
て，放送法三条の二で番組準則を踏まえ，放
送法三条の三に基づき放送事業者が自ら番組
基準を策定し，これに従って放送番組を編集
しなければならないというふうにされておりまし
て，…

訂正放送等請求事件 25）

（最高裁 2004 年 11 月 25 日第一小法廷判決）
憲法 21 条が規定する表現の自由の保障の下に
おいて，法 1 条は（中略）三つの原則に従って，
放送を公共の福祉に適合するように規律し，そ
の健全な発達を図ることを法の目的とすると規
定しており，法 2 条以下の規定は，この三つの
原則を具体化したものということができる。法
3 条は，上記の表現の自由及び放送の自律性
の保障の理念を具体化し，「放送番組は，法律
に定める権限に基く場合でなければ，何人から
も干渉され，又は規律されることがない」とし
て，放送番組編集の自由を規定している。す
なわち，別に法律で定める権限に基づく場合で
なければ，他からの放送番組編集への関与は
許されないのである。

金澤薫（元総務省事務次官）
本条は目的規定であることから，これにより具
体的な権利義務関係が発生するものではない。
本条の目的を達成するための具体的な規律の
内容については，第 2 条以下に定められる。（中
略）本号では，規律の重要な事項として不偏不
党及び真実を掲げている。排他的かつ独占的
に電波を使用する放送事業者が一党一派に偏
した放送を行ったり，議論のある問題について
特定の主張を行うことは公平の観点から妥当で
ないことから，放送においては，不偏不党が
保障されるべきものとされている。しかし，こ
れらの規律を確保するために国が直接放送の
内容に干渉することは，放送の言論媒体として
の性格からできる限り避ける必要がある 26）。



102 JUNE 2016

はないことから，解釈の如何にかかわらず，放
送番組に実質的な影響が及ぶことはないと考え
る余地もある。

しかし，第1条の規定そのものが直接の根
拠になっているわけではないが，番組内容に関
する行政指導が最近までしばしばなされてきた
点は先に触れたとおりである。また，時期はさ
かのぼるが，1990年代には，「放送法の趣旨に
照らし遺憾」などとして行政指導がなされたこと
もあった 27）。さらに，このため，行政指導の是
非を考える上でも，改めて第1条に規定された
放送制度の趣旨を明確にすべきとする主張が
近年しばしばなされるようになっている。

例えば，放送法に詳しい専門家からは，「よく
『放送法で不偏不党が放送事業者に課せられ
ている』と言う人がいますが，不偏不党が課せ
られているのは国であり，それは自律を保障し，

『表現の自由』を確保するという構成になってい
ます 28）」といった見解や，「（第一条の規定は）
国に対して求めているところがポイントです。国
民に幅広く普及して，民主的な社会に必要な情
報を届け，民主主義の発達に資する。放送とい
うメディアが表現の自由を確保し，国民の知る
権利に奉仕する。そうした役割を果たすことへ
の期待が，この条文から読み取れると思いま
す 29）」などの見解が示されている。

こうした中で，改めて第1条の趣旨について
強調しているのが，冒頭で触れたBPO放送倫
理検証委員会の決定（2015年11月）である30）。
この決定そのものはNHKの報道番組『クロー
ズアップ現代』に関してなされたものだが，「お
わりに」の部分で第1条に関する指摘がなされ
ている。以下は，本稿の冒頭で引用した部分
に続くものである。

BPOがこうした見解を示した背景には，2015
年4月に，総務大臣名で『クローズアップ現代』
の番組内容に関する行政指導（厳重注意）が
なされたことがある。この委員会決定は，放送
法の規定は，放送事業者が自らを律するため
の「倫理規範」であり，総務大臣が個々の放送
番組の内容に介入する根拠ではないとしている。
そうした放送法の趣旨を明らかにするため，改
めて第1条の位置づけについて確認を行ったこ
とになる。

ここで示された解釈については，「国家権力
を拘束する憲法のもとで放送法を解釈しなけれ
ばならない以上，説得力がある31）」といった見
方がなされている。また，BPO放送倫理検証
委員会で委員長代行を務める映画監督の是枝
裕和も，「『不偏不党』は放送局が求められてい
るのではなく，『公権力』が放送局に保障して
いるのです。安易な介入はむしろ公権力自身が
放送法に違反していると考えられます」と委員
会決定の趣旨を繰り返した上で，「にもかかわら
ず，そのこと自体を公権力も多くの放送従事者
もそして視聴者も逆に受けとってしまっているこ
とから，一連の介入が許し許されている32）」と
いう見解を示している。

BPO 放送倫理検証委員会決定（2015 年 11 月）
電波法は政府に放送免許付与権限や監督権限
を与えているが，これらの権限は，ともすれば
放送の内容に対する政府の干渉のために濫用
されかねない。そこで，放送法第 1 条 2 号は，
その時々の政府がその政治的な立場から放送
に介入することを防ぐために「放送の不偏不党」
を保障し，また，時の政府などが「真実」を曲
げるよう圧力をかけるのを封じるために「真実」
を保障し，さらに，政府などによる放送内容
への規制や干渉を排除するための「自律」を保
障しているのである。
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このように，総務省の行政指導を契機に，
改めて，放送法の原則を定める第1条の位置づ
けを明確なものにしておくべきとする議論が活
発化しているのが，最近の状況である。

 5.考察

ここまで放送法第1条をめぐる議論の推移を
振り返ってきた。改めて整理すると，占領期の
放送法制定過程においては，放送の「不偏不
党」「真実」「自律」は公権力が保障するものと
して立法化が進んだ。そして，放送法施行後も，
事務当局の担当者（郵政省や総務省の局長・
課長）は，そうした解釈を前提に国会での答
弁を行ってきた。「放送の不偏不党，真実及び
自律を保障することによって，放送による表現
の自由を確保する」という表現そのものからも，

「不偏不党」を保障するのは放送法そのもの，
あるいは公権力と解釈するのが自然である。

他方，国会で行われてきた議論を参照する
と，放送法第1条は放送事業者にも向けられ
たものだとする見方も存在してきた。とりわけ，

「不偏不党」に関して，それを保障する主体が
明確に書かれていないことを背景に，放送事
業者に不偏不党が義務づけられている，ある
いは，放送番組は不偏不党であるべきといっ
た主張がなされてきた。

これに関しては，先に指摘したように，第1
条は放送法全体に関わる目的規定であり，具
体的な権利義務関係が発生するものではない
ことから，解釈の如何にかかわらず，番組に直
接，影響が及ぶことはないと言うことはできる。
また，「不偏不党」に関しては，番組準則で，

「政治的に公平であること」が放送事業者に求
められている。このため，「不偏不党」と「政治

的に公平であること」を同義と見なす限り，放
送事業者に「不偏不党」が要求されていると考
えても実質的な問題は生じないという考え方は
可能かもしれない。

しかし，第1条の「放送法の目的」を，放送
事業者が守るべき原則と考えると，政府が放
送の不偏不党を保障し，その時々の政治勢力
からの介入を防ぐことで表現の自由を確保する
という，放送法の基本的な理念が曖昧なもの
になる。先に触れた『放送行政法概説』が述べ
ているように，放送法の趣旨は，「放送による
表現の自由の保障と放送の国民生活に及ぼす
影響力に対する措置という，いわば，二律背反
的な命題に調和を求める」点にある。そうした
点からも，第1条の「放送法の目的」は，規律
を行う上で公権力が守るべき原則を掲げたもの
と考えるのが自然である。「保障する」という表
現から考えても，放送事業者が自らの放送の
不偏不党を保障しなければならないと解釈する
ことには不自然さが残る33）。

さらに，第1条の放送法の目的と第4条の番
組準則との関係を考えても，第1条の趣旨を明
確にしておくべきと考えられる。第1条が直接，
放送事業者にも適用されるとするならば，「不
偏不党」あるいは「政治的公平」をなぜ第1条
と第4条で二重に規定しなければならないの
かという疑問が生じる。同時に，「不偏不党」
と「政治的公平」を同義として考えてよいのかと
いった点も問題として生じる。

また，今後の放送制度を検討していく観点
からも，第1条と第4条の機能を明確に分けて
おくことが適当である。例えば，今後，メディ
アの影響力や性格を考慮しつつ，番組準則の

「政治的に公平であること」といった規律を緩
和していくことが検討課題になることも考えら
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れる 34）。そうした場合，第1条の「不偏不党」
が直接，放送事業者に要求されたものとする
と，番組準則のみならず，第1条の目的規定も
同時に見直さざるを得なくなる。

これまで，放送法第1条をめぐる発言には揺
らぎが生じてきたが，放送制度全体の趣旨を考
えれば，第1条の「放送の不偏不党，真実及
び自律」の保障は政府に課せられた責務と考え
るのが自然である。また，「政治的公平」といっ
た放送規律の適用範囲を今後検討していく上
でも，そうした解釈をとることが適当と考えら
れる。放送メディアの規律のあり方を検討する
上で，放送法第1条の位置づけを改めて明確な
ものにしておくことが求められていると言える。

（むらかみ せいいち）

※引用文中，旧かなづかいを新かなづかいに，旧
字体を新字体に改めた箇所がある。
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総合テレビ『クローズアップ現代』“出家詐欺”
報道に関する意見」（2015 年 11 月 6 日）
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6）	前掲『電波法 放送法 電波監理委員会設置法詳
解』22-23 頁

7）	示唆は口頭で行われ，その内容は「日本放送法
に関する会議に於ける最高司令部示唆の大要」

（1947 年 10 月 16 日付）として GHQ 部内に配付
された（いわゆる「ファイスナー・メモ」）。

8）	放送法の草案は，電波庁が 1948 年 1 月 20 日に
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